別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:消費生活安定審議会委員報酬・運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　環生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内　2389）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：653千円（前年度予算額：653千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県民の消費生活の安定と向上を図るための重要な事項を調査・審議するために岐阜県消費生活安定審議会を設置している。
岐阜県消費生活安定審議会
構　　成：現委員20名（学識経験者7／事業者代表6／消費者代表7）

会議回数：年２回　
また、同審議会に専門委員会を設置し、消費者教育について専門的な審議を行っている。

消費者教育支援専門委員会
構　　成：現委員11名（学識経験者3／教育委員会(小中高教諭含）8)
会議回数：年２回
	２　所要経費


・報酬（審議会委員報酬）　　　　　　　　420千円
・報償費（専門委員会報償費）　　　　　　 57千円

・旅費（審議会委員費用弁償等）　　　　　114千円

・消耗品費（文具代、資料代）　　　　　　 14千円

・会議費（審議会・専門委員会飲料代）　　　9千円

・役務費（郵便料、電話料）　　　　　　　 15千円

・使用料及び賃借料（会場借上料）　　　　 24千円

	これまでの取組と成果

	


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる
	２　これまでの取組状況


　例年、岐阜県消費者施策推進指針の内容等について審議をするために同審議会の会議を開催している。また、若者向けの消費者教育副読本を作成に当たっての意見聴取等のため、消費者教育支援専門委員会を開催している。　　
　・Ｈ２２開催実績　審議会２回　専門委１回
　・Ｈ２２審議内容

　　　審議会：市町村における消費生活相談窓口について
　　　　　　　岐阜県消費者施策推進指針(H23版)について　等
消費者教育支援専門委員会
　　　　　　：消費者教育副読本について
　　　　　　学校における消費者教育の現状及び推進について　等
	３　これまでの取組に対する評価


県民の消費生活の安定及び向上を図るための重要な事項について調査・審議し、委員の意見を施策の推進に反映させるため、審議会等を今後も設置していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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　　　【消費者行政活性化基金（生活対策分）充当事業】
